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寒川小学校いじめ防止基本方針 

四国中央市立寒川小学校  

  

はじめに    

本校児童は、素直で明るく、楽しく生き生きと学校生活を送っているが、そ

のような学校生活を日々続けていくためには、教職員として、児童の変化を見

逃さない研ぎ澄まされた感覚の保持が必要であり、児童の実態を踏まえたねら

いや内容、関連性のある指導計画の工夫が必要となる。 

いじめの問題への対応は学校における最重要課題の一つであり、一人の教職

員が抱え込むのではなく、学校が一丸となって組織的に対応することが必要で

ある。また、関係機関や地域の力も積極的に取り込むことが必要であり、これ

までも、市や学校、地域において、様々な取組を行ってきた。 

しかしながら、未だ、いじめを背景として、児童生徒の安心・安全な環境を阻

害する事案が発生している。いじめから子どもを救うためには、子どもを取り

囲む大人一人一人が、「いじめは卑怯な行為である」、「したらいかんことはいか

ん」との意識を持ち、それぞれの役割と責任を自覚して、市民総ぐるみで子ど

もの心を 育てていかなければならない。 

寒川小学校いじめ防止基本方針は、四国中央市いじめ防止基本方針を受け、

児童生徒をいじめの加害者にも被害者にもさせないという目的の下、市・学校・

地域住民・家庭その他の関係者が連携していじめの問題の克服に向けて取り組

むよう、いじめ防止対策推進法（平成 25 年法律第 71 号。以下「法」という。）

第 12 条の規定に基づき、いじめの防止等（いじめの防止、いじめの早期発見及

びいじめへの対処をいう。）のための対策を総合的かつ効果的に推進するために

策定するものである。 

 

１ いじめ防止等のための対策の基本的な方向 
⑴ いじめ防止等の対策に関する学校の基本理念 

児童が安心して学習、その他の活動に取り組めるよう、いじめの加害者、被

害者を出さないための未然防止に最善を尽くす。 

⑵  いじめの禁止 

 児童等はいじめを行ってはならない。 

〈いじめ防止対策推進法 第４条（平成 25 年法律第 71 号）〉 

⑶ いじめの定義 
 

「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍して  

いる等当  該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は

物理 的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む 。） 

であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものを  

いう。 〇いじめ防止対策推進法 第２条（平成 25 年法律第 71 号） 

   

個々の行為が「いじめ」に当たるか否かの判断は、表面的・形式的にすること

なく、いじめられた児童生徒の立場に立つことが必要である。この際、いじめ

に該当するか否かを判断するに当たり、「心身の苦痛を感じているもの」との要

件が限定して解釈されることのないよう努めることが必要である。例えば、い

じめられていても、本人がそれを否定する場合が多々あることを踏まえ、当該

児童生徒の表情や様子をきめ細かく観察するなどして確認する必要がある。な
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お、いじめの認知は、特定の教職員のみによることなく、法第 22 条の「学校

におけるいじめの防止等の対策のための組織」を活用して行う。 

「一定の人的関係」とは、学校の内外を問わず、同じ学校・学級や部活動の児

童生徒や、塾やスポーツクラブ等当該児童生徒が関わっている仲間や集団など、

当該児童生徒と何らかの人的関係を指す。 

また、「物理的な影響」とは、身体的な影響のほか、金品をたかられたり、隠

されたり、嫌なことを無理矢理させられたりすることなどを意味する。けんか

やふざけ合いであっても、見えない所で被害が発生している場合もあるため、

背景にある事情の調査を行い、児童生徒の感じる被害性に着目し、いじめに該

当するか否かを判断するものとする。 

加えて、いじめられた児童生徒の立場に立って、いじめに当たると判断した

場合にも、その全てが厳しい指導を要する場合であるとは限らない。例えば、

好意から行った行為が意図せずに相手側の児童生徒に心身の苦痛を感じさせて

しまったような場合、軽い言葉で相手を傷つけたが、すぐに加害者が謝罪し教

員の指導によらずして良好な関係を再び築くことができた場合等においては、

学校は、「いじめ」という言葉を使わず指導するなど、柔軟な対応による対処も

可能である。ただし、これらの場合であっても、法が定義するいじめに該当す

るため、事案を法第２２条の学校いじめ対策組織へ情報共有する。 

⑷ いじめの態様 

〇 冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる。 

〇 仲間はずし、集団による無視をされる。 

〇 軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする。  

〇 ひどくぶつかられたり、叩かれたり、 蹴られたりする。 

〇 金品をたかられる。  

〇 金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする。  

〇 嫌なことや恥ずかしいこと、 危険なことをされたり、させられたりする。 

〇 ネット上で、誹謗中傷や嫌なことをされる。 等  

これらの「いじめ」の中には、犯罪行為として取り扱われるべきと認められ、

早期に警察に相談することが必要なものや、児童生徒の生命、身体又は財産に

重 大な被害が生じるような、直ちに警察に通報することが必要なものが含まれ

る。これらについては、教育的な配慮や被害者の意向への配慮の上で、早期に

警察に相談・通報し連携した対応を取ることが必要である。 

 

⑸ いじめ問題の理解 

① いじめをとらえる視点 

・ 一定の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影響を与

える行為である。 

・ 当該行為の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感じている。  

・ いじめは力の優位－劣位の関係に基づく力の乱用であり、攻撃が一過性

でなく反復継続して行われることにより、いじめられる児童生徒は加害者

を訴え出る意欲を奪われ、無力感に陥ってしまいかねない。 

② いじめの構造  

・ いじめは意識的かつ集合的に行われることにより、いじめられる児童生

徒は他者との関係を断ち切られ、絶望的な心理に追い込まれる。  

・ いじめは、いじめる側といじめられる側という二者関係だけで成立して

いるのではなく「観衆」としてはやし立てたり面白がったりする存在や、周
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辺で暗黙の了解を与えている「傍観者」の存在によって成り立つ。  

③ いじめる心理 

・ 不安や葛藤、劣等感、欲求不満などいじめる側の心理を読みとる。  

【いじめの衝動を発生させる原因】 

① 心理的ストレス（過度のストレスを集団内の弱い者への攻撃によって

解消しようとする） 

② 集団内の異質な者への嫌悪感情（凝集性が過度に高まった学級集団な

どにおいて、基準から外れた者に対して嫌悪感や排除意識が向けられる） 

③  ねたみや嫉妬感情 

④  遊び感覚やふざけ意識 

⑤  いじめの被害者となることへの回避感情 

⑥ テレビ番組やネット動画等の安易な模倣 等  

 

２ いじめの未然防止等のための対策 

 ⑴ 学級経営の充実 

ア 全教職員が「子どものためにこの学校がある」という理念を共有し、学級

において一人一人の児童生徒に寄り添い、安心して生活できる環境を整え

るとともに、個々の良さを認め、自己表現を促す学級づくりを推進すること

で、いじめの未然防止と早期対応を図る。 

イ 「当たり前のこと」に心をこめ、児童の内面に響く指導を推進する。  

ウ 学校としていじめを決して容認せず、いじめられた児童を全力で守り、い

じめの場面に遭遇した際には、勇気を持って行動できるよう支援する  

エ 家庭・地域との信頼関係を基盤に、学級担任を中心とした連携のもと、、

地域ぐるみで２１世紀をたくましく生きる児童を育成する。 

⑵ 人権・同和教育の充実 

ア 生活の中にある不合理や矛盾に気付き、自分の事として考え、みんなの力

で解消していこうとする児童を育てるようにする。 

イ 自分の大切さとともに他の人の大切さを認めながら、戒め合い、支え合う

仲間意識を育て、いじめや差別を許さない集団づくりに努める。  

ウ 人の意見を聞き、正しく判断したり、自分の考えを述べたりするなど、差

別解消に向けて主体的に行動できる力を育てる。 

⑶ 道徳教育の充実 

ア 「自他の生命の尊さ」を認識させる指導を徹底するとともに、全ての教育

活動を通して人間尊重の精神と生命に対する畏敬の念等の道徳心を培う指

導を充実する。 

イ 豊かな情操と道徳心を基盤に、いじめを行わない、いじめを見逃さない、

いじめを許さない児童を育てるようにする。 

⑷ 体験活動の充実 

ア 豊かな体験活動を通して心の通う対人交流の素地を養う。 

・ 縦割り班活動 

・ 高齢者介護施設「共楽園」との交流 

・ 幼稚園・保育園との交流学習  

・ 総合的な学習の時間の学習（共楽園訪問、視覚障がい者、聴覚障がい  

 者等との交流） 

・ 支援ボランティアとの交流（地域の施設見学、防災町歩き、マップづく

り 等）  
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・ 各種団体との交流学習（老人会・地域社会福祉協議会 等） 

⑸ 児童の主体的な活動（児童会活動） 

ア 帰りの会で一日の振り返りをし、友達の良さを発表し合ったり、生活の中

での困ったことを自ら解決したりしようとする時間を設定する。  

イ 児童が生活の中の問題点に自ら気付き、全校に投げかけ問題解決しよう

とする活動や集会を実施する。 

・ さくらっ子集会（人権集会） 

・ あいさつ運動 

⑹ 分かる授業づくり（授業改善・指導方法の工夫改善） 

ア 基礎・基本の定着を図ると共に、子どもの思考に沿った単元構成を考え、

きめ細かな学習指導計画を立てる。 

イ 相手意識を持ち、思いや考えを豊かに伝え合う対話学習を授業の中に意

識的に取り入れる。 

ウ デジタルとアナログのベストミックスを意識し、授業のユニバーサルデ

ザイン化を図る。 

⑺ 特別活動の充実（コミュニケーション能力の育成） 

ア 学級活動で、ロールプレイングを行ったり、対人スキルを身に付けるため

の活動を取り入れたりすることで、いじめが起こった時に具体的な解決に

向けて行動できる児童を育成する。 

イ 代表委員会や集会と関連付け問題解決の手立てを考える機会を持ち、自

他の言動について見直し、いじめ防止に資する児童等を育てるよう支援す

る。 

(8) 相談体制の整備（教育相談の充実・スクールソーシャルワーカー・スクー

ルカウンセラー等の活用） 

ア 毎月、保護者対象の教育相談日を設け、相談の機会を確保する。  

イ  教育相談によって問題に速やかに対応し、複数の教職員で早期解決にあ  

たる。 

ウ スクールソーシャルワーカーが児童の相談を聞いたり、学級に入って給

食等の交流を行ったりし、児童の声を担任や他の教職員と共有する。  

エ 教職員間の情報交換を密にし、児童の状況についての情報を共有する。

(9) インターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進 

  ・ インターネットや SNS が加速度的に普及している昨今の情報社会にお

いて、適正な活 動を行うためのもとになる考え方と態度、すなわち情報活

用能力を養う情報モラル教育は重要である。 

 ・  情報モラル教育は、外部講師による一回限りの講話等によって即座に生

徒の資質能力の向上につながるわけではなく、常態的かつ継続的に学級担

任等を通じて指導がなされることによって効果を生みだすものである。  

・ 情報の拡散性や匿名性等、インターネット特有の特性から生じる課題や

被害・加害については、外部の専門家を活用した専門的な知識を児童生徒

に理解させることが必要であるが、ＳＮＳ上のトラブルは、日常生活にお

ける関係性と地続きの中で生じるものであるため、外部の専門家に任せき

りにするのではなく、個々の教職員も継続的に指導を行う必要がある。   

・ よって、教職員に対する情報モラル教育の研修を実施する事も必要であ

り、どの教職員であっても適切に情報モラル教育が行えるような体制を構

築するとともに、個々の授業や学年・学校全体での指導につなげていく必

要性がある。  
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・ 文部科学省の「情報モラル教育ポータルサイト」において、「学習コンテ

ンツ・啓発資料」「授業実践・活用事例」「教員向け動画コンテンツ」「情報

モラル教育関連サイト」等学校全体で情報モラル教育を推進するうえで参

考となる情報が掲載されているため、活用する。 

 ・ ＳＮＳのトラブルは家庭等学校外で生じることも多いことから、保護者

への啓発活動や生徒に被害の疑いが生じた際に早期に発見・対応できるよ

うな保護者との連携・相談体制を構築することも大切である。そのために、

例えば、情報モラル教室を実施する際に、対象を生徒のみに限定するので

はなく、保護者が参観できるようにすることで、学校の教職員、保護者及

び生徒が同じ場でインターネットや ＳＮＳの使い方、インターネット上で

被害にあった場合の相談窓口等についての理解を深められるような取組等

を取り入れることが考えられる。  

・ 本市では、現代社会において、インターネット利用は避けて通れないこ

とを前提に、児童・生徒の安全を確保しつつ、パソコンやスマホの善き使

い手として必要な能力やスキルを身に付け、問題が起きた時の解決方法を

考える力や実践力を養う「デジタル・シティズンシップ教育」を推進して

おり、教職員や保護者を交えた研修会の実施を計画している。今後、１人

１台端末の活用を積極的に推進するとともに、子どもたちが加害者にも被

害者にもならず自立して活躍できる取組をさらに進めていく。  

【参考】文部科学省の「情報モラル教育ポータルサイト」「学習コンテンツ・

啓発資料」 「授業実践・活用事例」「教員向け動画コンテンツ」「情

報モラル教育関連サイト」 

⑽ 発達障がい等への共通理解 

ア 特別支援学級児童や特別な支援を必要とする児童の障がいについて適切  

な理解と認識を深めるとともに、必要に応じて個別の指導計画を作成し、一

人一人の障がいの状態や発達の段階等に応じた指導内容・方法の工夫を計

画的に行う。 

イ 校内教育支援委員会で情報交換・共有し、特別な支援を必要とする児童へ

の理解を図る。 

⑾ 校内研修の充実（いじめ及び法令等に関する研修の実施）  

・ いじめの初期対応や重大事態認知後の対応において、法令等に対する理

解は重要である。職員会議や教員研修等の実施により、すべての教職員がい

じめ及びいじめ重大事態の捉え方やそれらへの対応について、学校のいじ

め防止基本方針はもとより、法令等について理解を促す必要がある。  

 ・ いじめの重大事態の調査に関するガイドライン（令和６年８月改訂）が

改訂されたことに伴い、いじめ重大事態発生時の関係者の対応や調査につ

いて、改めて周知徹底することが必要である。  

・ 単に知識としていじめの定義や基本方針についての理解を促すだけでな

く、いじめ等に関するケース ワークを実施するなどして、学校の実情に応

じた対応の手順や方針についてケースを通じて教職員間で協議するなどし

て共通認識を得ておくことで、組織的対応につなげる。 

⑿ 学校相互間の連携協力体制の整備  

ア 中学校区内において、児童生徒の安心・安全な学校生活の確保に向けて、

いじめの兆候や支援が必要な状況に関する情報を関係校間で共有し、連携

して対応する体制を整備する。  

 



6 

 

３ いじめの防止等の対策のための組織の設置 

⑴ 名称 「いじめ防止校内委員会」 

⑵ 構成員 

校長、教頭、教務主任、研修主任、生徒指導主事、学年主任、養護教諭、  

   スクールソーシャルワーカー 

  ※ 必要に応じて外部専門機関等と連携する。 

⑶ 活動内容  

ア 早期発見のための研修 

・ 児童の様子の観察や日記指導で児童理解を図る 

・ 定期的に情報交換を行い、共通理解を図る。 

イ アンケート等調査の工夫 

・ 定期的に「学校生活を明るくするアンケート」を実施し、児童の状況把握

に努める。  

ウ 相談活動の充実  

・ 教育相談によって児童に速やかに対応し、複数の教職員で早期解決にあ

たる。 

エ 保護者との連携、情報の共有（相談窓口の周知徹底 等 

・ 生徒指導だよりや学年だより等で情報発信を行い、学級懇談会・個人懇談

会等での保護者との話合いを行う。日々の連絡帳を活用し、保護者や児童の

心配事等の把握に努め、個別面談を行う。 

オ 地域及び関係機関との連携 

・ 寒川地区子どもをまもり育てる協議会や寒川地区補導委員会で児童の様

子について情報交換し、児童理解を図る。 

・ 家庭、地域及び関係諸機関との連絡や協力を一層密にし、行動連携を視野

に入れた関係づくりに努める。 

⑷ 年間取組計画の策定 

 職員会等 未然防止の取組 早期発見の取組 

1 学期 

 

 

 

 

 

 

（夏休

み） 

いじめ防止校内委員会  

（方針・計画等） 

いじめ対策チーム編成  

  

職員研修会（いじめ防

止の対応を確認）  

  

学校評価をもとに研修 

ＰＴＡ  総会（方針説

明）年間計画への位置

付け 

・学級、学年集団づくり 

・縦割班活動による仲

間づくり 

・あいさつ運動 

・学校生活を明るくす

るアンケート 

・児童の観察（日記指 

導） 

・教職員の情報交換  

  

・学校評価アンケート 

 

2 学期 

 

 

 

 

 

いじめ防止校内委員会 

（２、３学期の計画） 

職員研修会（事例研究）  

  

  

学校関係者評価委員会 

 

・学級・学年集団づくり 

・ 縦割班活動による

仲 間づくり 

・さくらっ子集会の実

施 

・人権・同和教育参観日

での保護者啓発 

・学校生活を明るくす

るア ンケート 

・児童の観察（日記指 

導） 

・教職員の情報交換 

  

・学校評価アンケート 
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3 学期 学校評価をもとに研修 

いじめ防止校内委員会 

（本年度の反省、見直

し）  

  

学校関係者評価委員会 

・学級・学年集団づくり 

 

・縦割班活動による仲 

間づくり 

・学校生活を明るくす

るアンケート 

・児童生徒の観察（日記

指導） 

・ 教職員の情報交換 

 

⑸ アンケートの実施・考察 

ア 児童用アンケート①（※資料１参照） 

・ 毎月実施し、児童の状況把握に努める。 

イ 児童用アンケート②（※資料２参照） 

・ 学期ごとに実施し、実態を把握し、教職員研修等で話し合う。  

 

４ いじめが発生した場合の組織の設置 

⑴ 名称 「いじめ問題調査委員会」 

⑵ 構成員 

校長、教頭、教務主任、研修主任、生徒指導主事、学年主任、学級担任、養

護教諭 

⑶ 活動内容 

ア 事実確認・情報共有(学級担任・学年主任・教頭) 

被害児童から話を聞く。被害児童が心を開いて話せるよう場の設定をす

る。 

※ 情報共有内容（いつ、どこで、誰が、何を、どのように等）を確実に

把握する。 

イ 被害児童・保護者に対する説明、支援 

いじめを受けた児童生徒又はその保護者に対して必要な情報提供や支援

を行う。 事実確認を行うに当たっては、保護者間で争いが起こることのな

いよう、情報を共有する措置を講ずる。 

ウ 加害児童への報告・連絡・相談 

いじめを行った児童生徒に対する指導又はその保護者に対する助言を行

う。 

エ 教育委員会への報告・連絡・相談 

学校がいじめを把握した場合、速やかに事実確認を行い、教育委員会に

迅速に報告する。教育委員会と共に対応方針を検討し、連携して対応する。 

オ 安全措置（緊急避難等が必要な場合） 

必要があると認めるときは、いじめを行った児童等を、いじめを受けた

児童等が使用する教室以外の場所において学習を行わせ、いじめを受けた

児童等が安心して教育を受けられるようにするための必要な措置を講ずる。 

カ 懲戒 

     いじめを行った児童等に対して、教育上必要と認めるときは、学校教育

法 11 条に基づき適切に懲戒を加えるものとする。その際には、感情的に

ならず、教育的配慮の下、児童等が自らの悪質性を理解し、健全な人間関

係を育むことができるよう成長を促す目的で行う。 

キ 出席停止 

被害児童生徒の生命及び心身の安全、教育を受ける権利を保障するため、

必要に応じて出席停止の措置を講ずる。早期に教育委員会と連携し、指導
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記録を基に校長が意見具申を行い、適正・適切な手続きができるようにす

る。（学校教育法第３５条の規定に基づく） 

ク 犯罪行為として取り扱われるべきと認められるとき 

教育的な配慮や被害者の意向を配慮した上で、早期に警察に相談、通報

の上、四国中央警察暑と連携した対応をとる。 

ケ 生命、身体又は財産に重大な被害が生じる恐れがあるとき 

教育的な配慮や被害者の意向を配慮した上で、早期に警察に相談、通報

の上、警察と連携した対応をとる。 

 

５ 重大事態への対処 

 

重大事態とは、 

・ いじめにより児童生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いが

あると認めるとき。  

（児童生徒が自殺を企図した場合等） 

・ いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席すること

を余儀なくされている疑いがあると認めるとき。 

（不登校の定義を踏まえ年間 30 日を目安とし、一定期間連続して欠席してい

るような場合などは、迅速に着手する。） 

  ※ 児童生徒や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申し立てが

あったときは、重大事態が発生したものとして報告・調査等にあたる。 

 

 

⑴ 調査組織「いじめ問題調査委員会」を開く。  

⑵ 対応 

・ 質問紙等の使用等により、事実関係を明確にするための調査を行う。  

・ 必要に応じて、外部機関と連携する。 

⑶ 報告 

・ 市教委へ調査結果を報告する。市教委から市長に報告する。 

⑷ 調査協力 

・ 「四国中央市いじめ防止対策委員会」への調査協力を行う。 

⑸ 調査結果の提供 

・ いじめを受けた児童等及びその保護者に対し、事実関係等その他必要な

情報を提供する。 

・ 事案に応じて、保護者説明会を開催する。  

  

６ 学校評価 

いじめの事実が隠蔽されず、いじめの実態の把握及びいじめに対する措置が

適切に行われるよう、いじめの早期発見、いじめの再発を防止するための取組

等について適正な評価を行い、必要に応じて見直す。  

   

７ ホームページでの公開について 

・ いじめを防止する観点を踏まえた活動について、地域・外部へ積極的に情

報発信し、開かれた学校づくりに努める。 

 ・ 学校のホームページで「学校いじめ防止基本方針」の全文を公開する。  
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８ 平時からのいじめ及びいじめ重大事態対応への備え 

⑴ いじめの初期対応のフローチャート 
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⑵ いじめ重大事態調査の基本的な対応チェックリスト 

 ・ いじめの重大事案の調査に対する平時からの備え 
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・ 法に基づくいじめ重大事態調査の基本的な対応チェックリスト 
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９ 正確な事実関係の把握及び記録・情報共有体制の構築 

 ・ いじめ及び生徒指導事象に関する事実関係の把握及び記録用フォーマット（市内共通）  
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（資料１）児童用アンケート（毎月） 
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（資料２）児童用アンケート（学期末用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


